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担う立場に立っている。実際、中国の場合、 CO 2 排出の急増は、主として石炭の大量消費に由来
するのである。持続可能な経済発展を実現させるために、エネルギー消費、特に石炭消費による














































































































点と、それが存続してきた原因、その変化について解明を試みたものである O 第 1 章では先行研究
の検討を行い、石炭の大量消費を市場経済化のあり方と結び付けて解明することの必要性を明確に









いる O 第 4 章では、中国の省エネルギー・環境保護政策の歩みを、改革・開放政策の開始から「十
一五」期間における省エネルギ一政策の強化、近年における CO 2 排出削減政策の具体化に至るま
で明らかにしている。その上で、低炭経済を実現するために国家発展改革委員会能源研究所から提
示されているシナリオは、実行可能性に問題を抱えていると指摘している。結論として、著者は、
中国は、歴史的背景と漸進的な市場経済過程での独自な歪みに起因するエネルギ一過剰消費の構造
をもった経済から、徐々に環境に優しい経済社会へと方向転換しつつあること、同時に、独自の構
造によってもたらされるエネルギー消費から、中国経済の規模の大きさ自体によってもたらされる
エネルギー消費に問題が移りつつあること、経済発展方式のさらなる転換が求められていることを
指摘している。
本稿は、ともすれば規範的な議論になりがちである省エネルギー・温暖化防止問題を、客観的に
石炭消費構造を把握する見地からの議論に置きなおし、中国経済の独自の構造と結び付けて分析し
たところに意義があるO 中国における省エネルギー・温暖化防止策の進展を指摘しつつ、それにも
かかわらずエネルギー消費が増大する理由を中国経済の規模自体に求める立体的な議論が、一定の
整合性を持って示されている。中国の一次エネルギー源が石炭に偏る理由の論証が弱いことや、需
要側に比して供給側の分析が総合性を欠くことなどの弱点はあるが、本稿の貢献を損なうほどのも
のではな L 、。
以上の理由により、本審査会は、本論文が博士(経済学)の学位を授与するに値するものと判断
する。
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